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研究要旨：各相談支援センターにおいてがん専門相談員の教育方法を見出すことを目的

に、平成 24 年度から 2 年間の計画で神奈川県内の相談支援センター（平成 24 年度 18 施設、

平成 25 年度 23 施設）が参加してアクションリサーチを行った。データ収集方法は、イン

タビュー、フィールドノーツ、研修参加者のアンケートで、質的データについては帰納的に、

量的データについては素集計を行って分析した。 

平成 24 年度の研究では、インタビューによって、各相談支援センターが自施設で行って

いる教育・研修の実態、「がん専門相談員による相談対応の質の確保にむけた教育介入プロ

グラム」（以下「教育プログラム」とする）を活用した研修方法に対する考えなどを明らか

にした。平成 25 年度は前年度の研究成果を踏まえて、「教育プログラム」の活用方法を検

討し、研修会を企画し実施した。「教育プログラム」の最初のステップである「評価表のつ

け方を学ぶ」（相談の質評価表を用いて他施設の事例を評価し検討すること）を、県単位の

研修会で指導的立場にある相談員対象に実施し、23 施設／23 施設、35 名のがん専門相談

員が参加した。研修に参加した多くの相談員は、他施設の相談事例を「聞くことは役立つ」

（100％）、「評価しディスカッションすることは相談支援の改善に役立つ」（88％）と評価

し、今後、自施設の事例を「評価してみたい」と 83％の人が、自分の事例を「自施設内で

評価しディスカッションしてみたい」と 74％の人が回答した。この後のスタッフ対象の研

修については「自施設で実施する」「県の研修会にスタッフを派遣する」いずれかを施設ご

とに選択して進めていく計画である。 

今回のように「教育プログラム」の取り組みを地域で行うにあたっては、意思決定に全施

設が関与すること、選択可能な学習・研修の方法が複数あることが有効であること、「教育

プログラム」を活用した研修は、がん専門相談員の役割を学ぶ機会にもなることが示唆され

た。  



A. 研究目的

 全国どこでも良質ながん相談支援が受けら

れる体制や

められていれ、がん専門相談員の教育は重要な

問題となっている

本邦の研究としては、
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れた。このプログラムを実施することが、今後

の施設での教育の選択肢の一つと考えられる

が、各相談支援センターでの教育的な取り組み

にどのように活用できるのか吟味した研究は
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B． 研究方法

神奈川県内のすべてのがん診療連携拠点病
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育・研修方法を見出す過程を分析した。 
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うけたがん診療連携拠点病院、神奈川県がん診

療連携指定病院には、研究の目的や方法を説明

し、参加不参加の自由、途中棄権の自由を保証

した上で、研究参加の同意を得た。また、参加

者アンケートについては、研究のデータとする

ことを予め伝え、無記名での記載とし、アンケ

ートの提出をもって同意とみなした。施設およ

び個人のプラバシーを守り、研究のすべての過

程でデータを厳重に管理し、報告書作成におい

て個人や施設が特定されない記述とした。
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C. 研究結果 

Ⅰ．平成 24 年度の研究結果の概要 

相談の質を維持・向上させるための各施設に

おける取り組みとして、共通することとして

「ミーティング」「事例検討」「学習会や研修会

への参加」があげられた。一部の施設で「大学

教員などによるスーパービジョン」「計画的な

新人教育」や「部署内での役割分担を明確にし

た組織運営」があり、「患者や家族の本音を聞

く機会」や「相談員同士のピアサポート」を相

談支援の質を支えるものとしてあげる施設も

あった。 

先行研究で開発された「教育プログラム」の

実施については、「取り組む時間を確保するこ

とに難しさ」を感じながら、実施してみようと

する施設が多かった（16 施設）。実施上の課題

には、「メンターの育成やメンターの負担」「パ

ワーバランスへの配慮」「組織の了承を得る手

続き」などがあげられた。 

「がん相談の特徴と学ぶべき内容」などにつ

いての意見も出され、がん専門相談員の役割・

機能などを総合的に明らかにしながら、相談員

の教育を考える必要が示唆された。 

 

Ⅱ 平成 25 年度の研究結果 

平成 24 年度の研究結果を共有し、教育プロ

グラム」の活用方法を検討した。最初のステッ

プである「評価表を学ぶ」（相談の質評価表を

用いて他施設の事例を検討する）ことを、県単

位の研修会で指導的立場にある相談員対象に

実施し、その後スタッフ対象の研修について

「県単位の研修会にスタッフを派遣」または

「自施設で学習会を開催」を、施設ごとに選択

できるように計画した。指導的立場にある相談

員対象の研修会には 23 施設／23 施設、35 名

のがん専門相談員が参加した。研修会参加者ア

ンケートでは、「相談員の相談支援の改善に役

立つ」（100％）他施設の事例を自分で評価し、

ディスカッションすることは相談支援の改善

に役立つ」（94％）と多くの相談員が評価し、

今後、自施設の事例で検討したい（83％）、自

分の事例について自施設で評価しディスカッ

ションしてみたい（74％）と考える人が多か

った。自身の事例について「第三者から評価を

うけることは改善に役立つ」という回答は

94％で、「第三者から評価を受けたい」という

回答は 82％であった。 

相談支援部門の指導的立場にある相談員を対象に研修会を実施 

 

 

自施設で施設単位で学習会を開く 
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図２ がん専門員相談員研修計画 



D.考察 

神奈川県内の相談支援センターで研究に取

り組んだところ、「相談の質評価表」を活用し

た「教育プログラム」について、多くの施設で

「部分的にでも取り組んでみたい」という考え

を持っていることが明らかになった。 

各相談支援センターに適した「教育プログラ

ム」を活用した学習方法を見出すには、県単位

の研修と各施設の学習会が連動する形である

こと、施設の状況にあわせて取り組みの方法を

選ぶ自由があること、さらに施設の状況に合わ

せた選択肢は、現実的で具体的であることが有

効と考えられた。これには、相談支援センター

ごとに配置されている職種や人数が異なり、内

部でディスカッションすることが困難な状況

も十分に起こりえることが背景にあると考え

られた。 

研修終了後アンケートで「第三者からの評価

を受けたい」と応えた参加者は多かったが、メ

ンターの負担や、関わりによって傷つく可能性

を指摘する意見も複数あった。メンターの教育

を行うプログラムの検討や、自施設以外でもメ

ンタリングをうけることができるシステムの

検討など、今後工夫していく必要が示された。 

神奈川県内の全施設が研修会に参加するに

至った要因は、全施設が検討段階から決定に関

与したこと、施設の状況に合わせた取り組みの

選択肢が複数あったことと考えられた。 

また、「教育プログラム」は相談員の役割を

考える機会にもなること、研修会当日の運営方

法に検討が必要であることが示唆され、これら

についてさらに検討することで、より多くの成

果を生むことが可能になると考えられた。 

 

E.結論 

研究の結果、次のことが明らかになった。 

１．神奈川県内の多くの相談支援センターで

「教育プログラム」に部分的にでも取り組んで

みたいと考える施設は多かった。 

２．「教育プログラム」を活用することは、相

談支援の質の改善に役立つと多くの相談員が

評価した。 

３．「教育プログラム」の活用には、本研究で

取り組んだように地域と各施設が連動して学

習できる方法が効果的と考えられた。 

４．今後の課題はメンタリングを効果的に受け

られるシステムづくりや、「教育プログラム」

の中で事例の理解を深めることができる研修

の運営、がん専門相談員の役割を学ぶ研修の運

営を検討していくことである。 
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